
　
務
省
は
２
０
２
３
年
度
予
算

の
概
算
要
求
を
８
月
末
に
締

め
切
り
、
２
年
連
続
で
１
１

０
兆
円
規
模
の
水
準
と
な
っ
た
。
23
年

度
の
予
算
編
成
に
お
け
る
懸
案
事
項
は
、

①
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
た
「
グ

リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

（
Ｇ
Ｘ
）」、
②
子
育
て
支
援
の
司
令
塔

と
し
て
23
年
４
月
に
創
設
す
る
「
子
ど

も
家
庭
庁
」、
③
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ

ナ
侵
攻
を
契
機
と
す
る
防
衛
予
算
と
い

っ
た
課
題
へ
の
対
応
だ
。

　
内
閣
府
の
22
年
４
～
６
月
期
の
国
内

総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
１
次
速
報
値
に
よ

る
と
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
前
期
比

０
・
５
％
と
な
り
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
実

額
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大

直
前
の
19
年
10
～
12
月
期
の
水
準
を
初

め
て
上
回
っ
た
。

　
今
後
は
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
拡
大
が
予
想

さ
れ
る
が
、
財
政
の
見
通
し
は
ど
う
か
。

こ
の
判
断
に
は
「
ド
ー
マ
ー
命
題
」
が

役
立
つ
。
ド
ー
マ
ー
命
題
と
は
、「
名
目

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
一
定
の
経
済
で
、
財

政
赤
字
を
出
し
続
け
て
も
、
財
政
赤
字

（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
を
一
定
に
保
て
ば
、
債

務
残
高
（
同
）
は
一
定
値
に
収
束
す

る
」
と
い
う
も
の
だ
。
中
長
期
的
に
一

定
に
維
持
す
る
財
政
赤
字
（
同
）
を
δ
、

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
を
ｎ
と
す
る
と
き
、

債
務
残
高
（
同
）
は
一
定
値
（
δ
÷

ｎ
）
に
収
束
す
る
こ
と
を
示
せ
る
。

　
で
は
、
ど
の
よ
う
な
数
値
を
利
用
す

る
と
よ
い
の
か
。
ま
ず
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ

成
長
率
ｎ
は
、
１
９
９
５
年
度
か
ら
の

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の
実
績
平
均
０
・

36
％
を
用
い
、
ｎ
＝
０
・
36
％
と
し
て

み
よ
う
。
ま
た
、
財
政
赤
字
（
同
）
δ

は
、
22
年
７
月
29
日
に
内
閣
府
が
公
表

し
た
「
中
長
期
の
経
済
財
政
に
関
す
る

試
算
」
の
値
を
利
用
す
る
。

　
こ
の
う
ち
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が

０
・
５
％
の
低
成
長
ケ
ー
ス
で
は
、
財

政
赤
字
（
同
）
は
31
年
度
に
１
・
２
％

に
な
る
。
よ
っ
て
、
財
政
赤
字
（
同
）

δ
＝
１
・
２
％
と
し
て
、
ド
ー
マ
ー
命

題
に
よ
る
債
務
残
高
（
同
）
の
収
束
値

は
、
δ
÷
ｎ
＝
３
・
33
と
求
め
ら
れ
る
。

こ
れ
は
、
現
在
２
１
７
・
６
％
の
債
務

残
高
（
同
）
が
将
来
的
に
３
３
３
％
へ

膨
張
す
る
可
能
性
を
意
味
す
る
。

　
内
閣
府
の
試
算
で
は
、
31
年
度
の
財

政
赤
字
（
同
）
が
１
・
２
％
と
い
う
予

測
だ
。
ド
ー
マ
ー
命
題
よ
り
、
債
務
残

高
（
同
）
を
２
０
０
％
程
度
に
留
め
る

に
は
、
更
な
る
社
会
保
障
と
税
制
の
改

革
を
行
い
、
財
政
赤
字
を
０
・
７
％
程

度
ま
で
縮
小
す
る
努
力
が
必
要
と
な
る
。
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